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瑞浪超深地層研究所に係る環境保全協定書  

 

 

 岐阜県及び瑞浪市（以下「関係自治体」という。）と独立行政法人日本原子

力研究開発機構（以下「機構」という。）は、機構が行う瑞浪超深地層研究所

（以下「研究所」という。）における事業活動について、地域住民の生活環境

を保全するため、次のとおり協定を締結する。 

 

 （基本原則） 

第１条 機構は、研究所の事業活動による環境負荷に関する情報を関係自治体

に報告するとともに、広く公開する。 

 

 （環境保全対策） 

第２条 機構は、研究所の事業活動に伴い発生する排出水、湧水、排出先河川

水及び掘削土（以下「排出水等」という。）について、水質汚濁防止法（昭

和 45 年法律第 138 号）第３条第１項に規定する排水基準、環境基本法（平成

５年法律第 91 号）第１６条第１項に規定する水質の汚濁及び土壌の汚染に係

る環境基準その他の環境規制等に基づき、適切に管理する。 

２  機構は、前項の規定を遵守するため、自ら排出水等の測定（以下「自主測

定」という。）を実施する。 

３  機構は、自主測定の結果を関係自治体に報告するとともに、広く公開する。 

４  機構は、自主測定に関し、関係自治体と協議の上、測定項目、管理目標値

及び測定頻度について定めた「環境保全に関する基準書」を作成する。 

５  機構は、自主測定の結果が「環境保全に関する基準書」で定めた管理目標

値を超過した場合は、直ちに関係自治体に通報し、必要な措置を講ずる。 

 

 （事故等発生時の対応） 

第３条 機構は、研究所において環境に影響を及ぼす事故等又は及ぼすおそれ

がある事故等が発生した場合は、直ちに関係自治体に通報し、必要な措置を

講ずる。 

 

 （危機管理マニュアルの作成） 

第４条 機構は、研究所における環境保全対策及び事故等発生時の対応に関す

るマニュアル（以下「危機管理マニュアル」という。）を作成し、その従業

員及び関係者に対して周知徹底を図る。 

２  機構は、危機管理マニュアルを作成した場合又は改定した場合は、関係自

治体に報告するとともに、広く公開する。 

 

 （立入調査等） 

第５条 関係自治体は、この協定の目的を達成するため、研究所への立入調査
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を行うことができ、必要に応じて機構に対し助言及び指導を行う。 

 （環境保全対策等を検討する機関の設置） 

第６条 関係自治体は、必要があると認める場合は、機構が行う環境保全対策

及び事故等発生時の対応について検討する機関を設置することができる。 

２  機構は、前項に定める機関が検討会等を実施する場合は、これに協力する。 

 

 （その他） 

第７条 この協定に定めがない事項については、関係自治体及び機構において

協議する。 
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